
 

【表紙】  
【発行登録追補書類番号】 26―関東48―1

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2015年６月５日

【会社名】 株式会社資生堂

【英訳名】 Shiseido Company, Limited
 

【代表者の役職氏名】 代表取締役

執行役員社長   魚　谷　雅　彦

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座七丁目５番５号

【電話番号】 03（3572）5111

【事務連絡者氏名】 財務部参事　　石　井　孝

【最寄りの連絡場所】 東京都港区東新橋一丁目６番２号

【電話番号】 03（6218）5490

【事務連絡者氏名】 財務部参事　　石　井　孝

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債
 

【今回の募集金額】 第７回無担保社債（５年債）             15,000百万円

第８回無担保社債（７年債）             15,000百万円

            計                        30,000百万円
 

【発行登録書の内容】

提出日 2014年４月15日

効力発生日 2014年４月23日

有効期限 2016年４月22日

発行登録番号 26―関東48

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額    120,000百万円
 

　

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

― ― ― ― ―

実績合計額(円)
なし

（なし）
減額総額(円) なし

 

(注)実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づき

算出しています。

 

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 120,000百万円  
 

                                                       （120,000百万円)

                                                    （注）残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計

                                                          額（下段（）書きは、発行価額の総額の合計

                                                          額）に基づき算出しています。

 

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項はありません。
 

 

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) ―円
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【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。
 

 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行社債（短期社債を除く。）（５年債）】

銘柄  株式会社資生堂第７回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別  ―

券面総額又は振替社債の総額(円)  金15,000,000,000円

各社債の金額(円)  金１億円

発行価額の総額(円)  金15,000,000,000円

発行価格(円)  各社債の金額100円につき金100円

利率(％)  年 0.237％

利払日  毎年６月17日及び12月17日

利息支払の方法

１．利息支払の方法及び期限　　　　　

　(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれ

　　　をつけ、2015年12月17日を第１回の利息支払期日とし

　　　てその日までの分を支払い、その後毎年６月及び12月

　　　の各17日にその日までの前半か年分を支払う。　　

　(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その

　　　前銀行営業日にこれを繰り上げる。

　(3) 半か年に満たない期間につき利息を支払うときは、その

　　　半か年の日割をもってこれを計算する。　　

　(4) 償還期日後は利息をつけない。

２．利息の支払場所

　別記「(注)９　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2020年６月17日

償還の方法

１．償還金額

　各社債の金額100円につき金100円

２．償還の方法及び期限

　(1) 本社債の元金は、2020年６月17日にその総額を償還す

　　　る。

　(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行

　　　営業日にこれを繰り上げる。

　(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

　　　機関」欄記載の振替機関が別途定める場合を除き、いつ

　　　でもこれを行うことができる。

３．償還元金の支払場所

　別記「(注)９　元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集
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申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振

替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2015年６月５日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2015年６月17日

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保
本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のため

に特に留保されている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限)

１．当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行

　後、当社が国内で既に発行した、または当社が国内で今後発

　行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行する第

　８回無担保社債（社債間限定同順位特約付）を含み、別記

　「財務上の特約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条

　項が特約されている無担保社債を除く。）に担保提供する場

　合（当社の資産に担保権を設定する場合、当社の特定の資産

　につき担保設定の予約をする場合及び当社の特定の資産につ

　き当社の特定の債務以外の債務の担保に供しない旨を約する

　場合をいう。）には、本社債にも担保付社債信託法に基づ

　き、同順位の担保権を設定する。　

２．当社が、本欄第１項により本社債に担保権を設定する場合

　は、当社は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、か

　つ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて

　公告する。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されてい

ない。担付切換条項とは、純資産額維持条項等当社の財務指標

に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を

解除するために担保権を設定する旨の特約または当社が自らい

つでも担保権を設定することができる旨の特約をいう。
 

（注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付

(1)　ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。）

本社債について、当社はムーディーズからＡ２の信用格付を2015年６月５日付で取得している。

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務または債務類似証券の将来の相対的信用リスクにつ

いてのムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の

義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産上

の損失と定義している。ムーディーズの信用格付は、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動性リスク

及びその他のリスクについて言及するものではない。ムーディーズの信用格付は、投資または財務に関す

る助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、または保有を推奨するものではない。ムー

ディーズは、いかなる形式または方法によっても、これらの格付もしくはその他の意見または情報の正確

性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、（明示的、黙示的を問わず）いかなる

保証も行っていない。発行体または債務の信用リスクは、発行体から入手した情報、または公開情報に基

づき評価される。ムーディーズは、信用格付を付与する際に用いる情報が十分な品質を有し、またその情

報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置

を講じている。しかし、ムーディーズは監査を行うものではなく、格付の過程で受領した情報について常

に独自に確認することはできない。ムーディーズは、必要と判断した場合に本格付を変更することがあ

る。また、ムーディーズは、資料、情報の不足や、その他の状況により、本格付を取り下げることがあ

る。

本社債の申込期間中に本社債に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムーディーズのホー

ムページ（http://www.moodys.co.jp/）の「当社格付に関する情報」の「レポート」の中の「プレスリ

リース - ムーディーズ・ジャパン」をクリックして表示される「レポート」に掲載されている。なお、

システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

発行登録追補書類（株券､社債券等）

 4/21



下のとおり。

ムーディーズ：電話番号　03-5408-4100

(2)　スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社（以下「S&P」という。）

本社債について、当社はS&PからＡ－の信用格付を2015年６月５日付で取得している。

S&Pの信用格付は、発行体または特定の債務の将来の信用力に関するS&Pの現時点における意見であり、発

行体または特定の債務が債務不履行に陥る確率を示す指標でも、信用力に対する保証でもない。またS&P

の信用格付は、証券の購入、売却もしくは保有を推奨するもの、または債務の市場流動性もしくは流通市

場における価格を示すものではない。

S&Pは信用格付の安定性を格付分析の重要な要素として織り込んだ上で、信用格付を付与している。しか

しながら、信用格付はさまざまな要因により変動する可能性があり、その要因には、発行体の業績や外部

環境の変化などが含まれる。

S&Pは格付分析を行う際に、信頼しうると判断した情報源（発行体を含む）から提供された情報を利用し

ている。S&Pは、当初の格付分析またはサーベイランスのプロセスにおいて発行体やその他の第三者から

受け取った情報について、監査、デュー・デリジェンス、または独自の検証を行っておらず、またその完

全性や正確性を立証する義務を負っていない。S&Pに提供された情報に、不正確な情報もしくは情報の欠

落、またはその両方が含まれる可能性があり、実際に含まれる場合にはそれらが格付分析に影響を与える

おそれがある。

S&Pでは、本信用格付の分析に関し、格付意見に達するのに必要な水準を満たす品質の情報が十分に備

わっていると考えている。しかしながら、S&Pによる発行体格付または個別債務格付の付与をもって、S&P

が格付付与に際して利用した情報、または当該信用格付もしくは関連情報の利用により得た結果につい

て、その正確性、完全性または適時性が保証されると見なすべきではない。

本社債の申込期間中に本社債に関してS&Pが公表する情報へのリンク先は、S&Pのホームページ

(http://www.standardandpoors.co.jp/)の「ライブラリ・規制関連」の「信用格付けの概要（スタンダー

ド＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社）」(http://www.standardandpoors.co.jp/pcr）に掲載

されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。そ

の場合の連絡先は以下のとおり。

S&P ： 電話番号　03-4550-8000

２. 社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条

第２号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法

第67条第２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

３．社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されていない。

４. 財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社みずほ銀行

５．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次の各場合に該当したときは、直ちに本社債について期限の利益を喪失し、遅滞なく本（注）６

に定める方法により本社債の債権者にその旨を公告する。

(1) 当社が別記「利息支払の方法」欄第１項または別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。

(2) 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。

(3) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすること

ができないとき。

(4) 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当社以外の社債またはそ

の他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履

行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合は、

この限りではない。

(5) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または取締役会

において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行ったとき、または当社

の清算人が特別清算開始の申立をしたとき。
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(6) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の

命令を受けたとき、または解散したとき。

６．社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社定款所定の電

子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、当社定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する

各１種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときはこれを省略することができる。）によりこれを

行う。

７．社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

８．社債権者集会に関する事項

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と

総称する。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前まで

に、社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）６に定める方法により公

告する。

(2) 本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入

しない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社債等振

替法第86条第３項に定める書面を当社に提示したうえ、本種類の社債の社債権者集会の目的である事項

及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、当社に対し、本種類の社債の社債権者集会の招集を

請求することができる。

９．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程その他の規則

に従って支払われる。

 
２【社債の引受け及び社債管理の委託（５年債）】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

 大和証券株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 6,000
１．引受人は本社債の全

額につき共同して買
取引受を行う。
 

２．本社債の引受手数料
は各社債の金額100円
につき金27.5銭とす
る。

 野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号 3,700

 みずほ証券株式会社  東京都千代田区大手町一丁目５番１号 3,000

 三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 1,100

 ＳＭＢＣ日興証券株式会社  東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 600

 ゴールドマン・サックス証券株
式会社

 東京都港区六本木六丁目10番１号 600

計 ― 15,000 ―
 

 

(2) 【社債管理の委託】

　　　該当事項はありません。
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３【新規発行社債（短期社債を除く。）（７年債）】

銘柄  株式会社資生堂第８回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別  ―

券面総額又は振替社債の総額(円)  金15,000,000,000円

各社債の金額(円)  金１億円

発行価額の総額(円)  金15,000,000,000円

発行価格(円)  各社債の金額100円につき金100円

利率(％)  年 0.374％

利払日  毎年６月17日及び12月17日

利息支払の方法

１．利息支払の方法及び期限　　　　　

　(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれ

　　　をつけ、2015年12月17日を第１回の利息支払期日とし

　　　てその日までの分を支払い、その後毎年６月及び12月

　　　の各17日にその日までの前半か年分を支払う。

　(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その

　　　前銀行営業日にこれを繰り上げる。

　(3) 半か年に満たない期間につき利息を支払うときは、その

　　　半か年の日割をもってこれを計算する。　　

　(4) 償還期日後は利息をつけない。

２．利息の支払場所

　別記「(注)９　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2022年６月17日

償還の方法

１．償還金額

　各社債の金額100円につき金100円

２．償還の方法及び期限

　(1) 本社債の元金は、2022年６月17日にその総額を償還す

　　　る。

　(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行

　　　営業日にこれを繰り上げる。

　(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

　　　機関」欄記載の振替機関が別途定める場合を除き、いつ

　　　でもこれを行うことができる。

３．償還元金の支払場所

　別記「(注)９　元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集
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申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振

替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2015年６月５日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2015年６月17日

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保
本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のため

に特に留保されている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限)

１．当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行

　後、当社が国内で既に発行した、または当社が国内で今後発

　行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行する第

　７回無担保社債（社債間限定同順位特約付）を含み、別記

　「財務上の特約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条

　項が特約されている無担保社債を除く。）に担保提供する場

　合（当社の資産に担保権を設定する場合、当社の特定の資産

　につき担保設定の予約をする場合及び当社の特定の資産につ

　き当社の特定の債務以外の債務の担保に供しない旨を約する

　場合をいう。）には、本社債にも担保付社債信託法に基づ

　き、同順位の担保権を設定する。

２．当社が、本欄第１項により本社債に担保権を設定する場合

　は、当社は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、か

　つ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて

　公告する。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されてい

ない。担付切換条項とは、純資産額維持条項等当社の財務指標

に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を

解除するために担保権を設定する旨の特約または当社が自らい

つでも担保権を設定することができる旨の特約をいう。
 

（注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付

(1)　ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。）

本社債について、当社はムーディーズからＡ２の信用格付を2015年６月５日付で取得している。

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務または債務類似証券の将来の相対的信用リスクにつ

いてのムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の

義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産上

の損失と定義している。ムーディーズの信用格付は、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動性リスク

及びその他のリスクについて言及するものではない。ムーディーズの信用格付は、投資または財務に関す

る助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、または保有を推奨するものではない。ムー

ディーズは、いかなる形式または方法によっても、これらの格付もしくはその他の意見または情報の正確

性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、（明示的、黙示的を問わず）いかなる

保証も行っていない。発行体または債務の信用リスクは、発行体から入手した情報、または公開情報に基

づき評価される。ムーディーズは、信用格付を付与する際に用いる情報が十分な品質を有し、またその情

報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置

を講じている。しかし、ムーディーズは監査を行うものではなく、格付の過程で受領した情報について常

に独自に確認することはできない。ムーディーズは、必要と判断した場合に本格付を変更することがあ

る。また、ムーディーズは、資料、情報の不足や、その他の状況により、本格付を取り下げることがあ

る。

本社債の申込期間中に本社債に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムーディーズのホー

ムページ（http://www.moodys.co.jp/）の「当社格付に関する情報」の「レポート」の中の「プレスリ

リース - ムーディーズ・ジャパン」をクリックして表示される「レポート」に掲載されている。なお、

システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以
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下のとおり。

ムーディーズ：電話番号　03-5408-4100

(2)　スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社（以下「S&P」という。）

本社債について、当社はS&PからＡ－の信用格付を2015年６月５日付で取得している。

S&Pの信用格付は、発行体または特定の債務の将来の信用力に関するS&Pの現時点における意見であり、発

行体または特定の債務が債務不履行に陥る確率を示す指標でも、信用力に対する保証でもない。またS&P

の信用格付は、証券の購入、売却もしくは保有を推奨するもの、または債務の市場流動性もしくは流通市

場における価格を示すものではない。

S&Pは信用格付の安定性を格付分析の重要な要素として織り込んだ上で、信用格付を付与している。しか

しながら、信用格付はさまざまな要因により変動する可能性があり、その要因には、発行体の業績や外部

環境の変化などが含まれる。

S&Pは格付分析を行う際に、信頼しうると判断した情報源（発行体を含む）から提供された情報を利用し

ている。S&Pは、当初の格付分析またはサーベイランスのプロセスにおいて発行体やその他の第三者から

受け取った情報について、監査、デュー・デリジェンス、または独自の検証を行っておらず、またその完

全性や正確性を立証する義務を負っていない。S&Pに提供された情報に、不正確な情報もしくは情報の欠

落、またはその両方が含まれる可能性があり、実際に含まれる場合にはそれらが格付分析に影響を与える

おそれがある。

S&Pでは、本信用格付の分析に関し、格付意見に達するのに必要な水準を満たす品質の情報が十分に備

わっていると考えている。しかしながら、S&Pによる発行体格付または個別債務格付の付与をもって、S&P

が格付付与に際して利用した情報、または当該信用格付もしくは関連情報の利用により得た結果につい

て、その正確性、完全性または適時性が保証されると見なすべきではない。

本社債の申込期間中に本社債に関してS&Pが公表する情報へのリンク先は、S&Pのホームページ

(http://www.standardandpoors.co.jp/)の「ライブラリ・規制関連」の「信用格付けの概要（スタンダー

ド＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社）」(http://www.standardandpoors.co.jp/pcr）に掲載

されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。そ

の場合の連絡先は以下のとおり。

S&P ： 電話番号　03-4550-8000

２. 社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条

第２号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法

第67条第２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

３．社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されていない。

４. 財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社みずほ銀行

５．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次の各場合に該当したときは、直ちに本社債について期限の利益を喪失し、遅滞なく本（注）６

に定める方法により本社債の債権者にその旨を公告する。

(1) 当社が別記「利息支払の方法」欄第１項または別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。

(2) 当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。

(3) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすること

ができないとき。

(4) 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当社以外の社債またはそ

の他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履

行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合は、

この限りではない。

(5) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または取締役会

において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行ったとき、または当社

の清算人が特別清算開始の申立をしたとき。
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(6) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の

命令を受けたとき、または解散したとき。

６．社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社定款所定の電

子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は、当社定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する

各１種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときはこれを省略することができる。）によりこれを

行う。

７．社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

８．社債権者集会に関する事項

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と

総称する。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前まで

に、社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）６に定める方法により公

告する。

(2) 本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入

しない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社債等振

替法第86条第３項に定める書面を当社に提示したうえ、本種類の社債の社債権者集会の目的である事項

及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、当社に対し、本種類の社債の社債権者集会の招集を

請求することができる。

９．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程その他の規則

に従って支払われる。

 
４【社債の引受け及び社債管理の委託（７年債）】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

 大和証券株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 6,000
１．引受人は本社債の全

額につき共同して買
取引受を行う。
 

２．本社債の引受手数料
は各社債の金額100円
につき金32.5銭とす
る。

 

 野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号 3,800

 みずほ証券株式会社  東京都千代田区大手町一丁目５番１号 3,000

 三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 1,000

 ＳＭＢＣ日興証券株式会社  東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 600

 ゴールドマン・サックス証券株
式会社

 東京都港区六本木六丁目10番１号 600

計 ― 15,000 ―
 

 

(2) 【社債管理の委託】

　　　該当事項はありません。

 
５【新規発行による手取金の使途】

(1)【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（百万円） 発行諸費用の概算額（百万円） 差引手取概算額（百万円）

30,000 126 29,874
 

（注）上記金額は、第７回無担保社債（社債間限定同順位特約付）及び第８回無担保社債（社債間限定同順位特約

付）の合計金額です。
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(2) 【手取金の使途】

上記の差引手取概算額29,874百万円は、全額を2015年６月22日償還予定の第６回無担保社債40,000百万円の社

債償還資金の一部に充当する予定です。
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第２【売出要項】

該当事項はありません。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。
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第４【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

　該当事項はありません。
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照すること。

 
１【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第114期(自　2013年４月１日　至　2014年３月31日)2014年６月25日関東財務局長に提出

 
２【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第115期　第１四半期(自　2014年４月１日　至　2014年６月30日)2014年８月７日関東財務局長に提出

 

　事業年度　第115期　第２四半期(自　2014年７月１日　至　2014年９月30日)2014年11月10日関東財務局長に提出

 

事業年度　第115期　第３四半期(自　2014年10月１日　至　2014年12月31日)2015年２月10日関東財務局長に提出

 

３【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日(2015年６月５日)までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2014年６月26日に

関東財務局長に提出

 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日(2015年６月５日)までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を2014年７月31日に

関東財務局長に提出

 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日(2015年６月５日)までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書を2014年11月12日に関東

財務局長に提出

 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日(2015年６月５日)までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書を2015年２月27日に関東

財務局長に提出

 
４【訂正報告書】

訂正報告書(上記３の2014年７月31日提出の臨時報告書の訂正報告書)を2014年８月29日に関東財務局長に提出
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第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「事業等のリスク」については、当該有価証券報告書等の提出日以降、本発行登録追補書類提出日（2015年６月

５日）までの間において下記のとおり変更が生じております。変更箇所については＿罫で示しております。

また、上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書等に記載された「対処すべき課題」については、有価証券報

告書等の提出日以降、本発行登録追補書類提出日（2015年６月５日）までの間において下記のとおり変更しておりま

す。下記の「対処すべき課題」は当該変更を反映し、その全体を一括して記載したものです。

当該有価証券報告書等には、下記の内容以外にも将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は下記「１

事業等のリスク」及び「２ 対処すべき課題」に記載した事項を除き、本発行登録追補書類提出日（2015年６月５日）

現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。なお、将来に関する事項に

は、リスクや不確定な要素等の要因が含まれており、実際の成果や業績等は、記載の見通しとは異なる可能性があり

ます。有価証券報告書等及び下記「２　対処すべき課題」における数値目標は、本発行登録追補書類提出日（2015年

６月５日）現在における将来に関する見通し及び計画に基づくものであり、将来の様々な要因によって目標とする数

値を達成できない可能性があります。

 
１　事業等のリスク

 
（前略）

 
（5）海外での事業活動

当社グループは2015年３月末時点で海外89の国と地域（日本を含む）での事業活動を行っており、連結売上

高に占める海外売上高比率は年々伸長し、2015年３月期では53.0％に至っています。海外での事業活動におい

て、予期し得ない経済的・政治的・社会的な突発事態の発生、テロ・戦争・内乱の勃発、新型インフルエンザ

等伝染病の流行による社会的・経済的混乱、異常気象や天候不順等が、当社グループの財政状態及び経営成績

等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
（後略）

 

２　対処すべき課題

 

[2015年度から2017年度までの３カ年計画]

2015年度から2017年度までの事業基盤再構築の期間の中でも、2015年度、2016年度にマーケティングと研究開発

への投資を強化し、成長を実現するための基盤をつくり上げます。これらの投資強化と同時に、その実現のための

原資を確保するべく、引き続き構造改革にも取り組みます。

　特に、全社でマーケティングに取り組む“グローバルマーケティングカンパニー”への進化、お客さまへの新た

な価値を生み出すためのイノベーション強化、そしてこれらを支える人材・組織の強化に重点的に取り組みます。

　この３カ年では、日本を収益基盤に、海外を成長ドライバーに位置づけ、最終年度である2017年度の連結売上高

9,000億円超、営業利益500～600億円を目標とし、ROEは9.0％超をめざします。

 

[アクティブコンシューマーのニーズに応えるブランドポートフォリオの再構築]

社会や消費活動が多様化し、自身の選択眼で消費を行う“アクティブコンシューマー”が一層存在感を増す中、

当社では、そのようなお客さまのニーズに応え、お客さまとつながり、愛され続けるブランドをつくることが重要

であると考えています。お客さまの求める価値をベースに、ポートフォリオ上で重なり合うブランドやお客さま

ニーズの低いブランドを整理・統合することで、幅広いお客さまのニーズに応えつつ無駄のないブランド投資を実

現し、強いブランドづくりを進めます。

　これに向け、ブランド改廃ルールの明確化を行うなどブランドのライフサイクルマネジメントを徹底し、一定の

売上規模と収益性をクリアし続けるブランドを厳選していきます。当社のこれまでのブランドではカバーしきれな

いお客さまのニーズにお応えするために必要であれば、M&Aによるブランドの獲得も検討していきます。

　また、当社の象徴的なブランドである「SHISEIDO」について、ブランドのアイデンティティーとイメージの強化

を行います。まず、コーポレートロゴとしての「SHISEIDO」について、“アクティブ”“躍動感”“前向き”“エ
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ネルギーに満ちた”といった印象を強め、存在感を高めるために、デザインを変更しました。さらに、ブランドイ

メージの統一の観点などからSHISEIDOの社名を使用できるブランドの範囲を検討し、今後は、グローバルブランド

「SHISEIDO」と「SHISEIDO Professional」の二つのブランドで使用していくこととしました。これら以外のブラ

ンドについては、「マキアージュ」や「エリクシール」など、それぞれのブランド名やロゴを前面に出してブラン

ド価値を訴求していきます。

　そして、ブランドの価値をお客さまにお伝えする最前線に立ちブランド強化の鍵を握るビューティーコンサルタ

ントの活性化や優秀な人材の確保をねらいに、日本や中国においてビューティーコンサルタント体制の見直しを行

います。日本においては、正社員としての採用や契約社員から正社員への登用を促進するほか、成果を出した者に

報いることができる評価・処遇制度への改定などを行います。

 

[マトリクス新組織体制への移行]

2016年度からの本格稼働をめざし、2015年度から、ブランド軸と地域軸のマトリクス新組織体制への移行を開始

します。これは、“Think Global, Act Local（グローバルな視点で考えながら、現地・現場に密着した活動を進

める）”の考え方のもと、強いブランドを育成し、各エリアに適したマーケティングを実行するための改革です。

　お客さまの接点タイプ別に、当社の事業をプレステージ、コスメティクス、パーソナルケア、プロフェッショナ

ル等のブランド事業に区分し、さらに全世界の地域・市場を日本、中国、アジア、米州、欧州、トラベルリテール

に区分した上で、それぞれの掛け合わせで最適な組織体制を構築していきます。

　マトリクス新組織体制への移行にあたっては、“現地・現場主義”“フラット”“スピード”“アカウンタビリ

ティ”という４つの要素を重視していきます。これまでのように各地域に“販売会社”を作るのではなく、その地

域の事業活動のすべてについて責任と権限を持つ“地域ごとの本社”を作る“地域本社制”を導入し、現地・現場

のニーズとノウハウを最大限に活かし、現地で研究開発、商品開発、マーケティング、営業活動を行うことができ

る体制を構築していきます。

　その一環として、日本国内では、これまで本社と販売会社に分かれて存在していた商品開発やマーケティング、

営業の機能を現在の資生堂販売株式会社に集約化して日本地域本社とします。

 

[イノベーションを生み出すための研究開発の強化]

研究開発においては、先進の基礎技術を基にした革新的な製品開発を推進し、マーケティングとの連動・融合を

図ります。現在、連結売上高に占める研究開発費の比率は1.8％ですが、2020年度にはこれを2.5％へと拡大し、全

世界の研究所の人員を現在の約1,000名から1,500名まで増員します。

　また、研究開発分野においても現地化を進めます。日本・中国・東南アジア（タイ）・ヨーロッパ（フラン

ス）・アメリカの各研究所の規模を拡大し、お客さまインサイトに基づく研究開発を世界各地で行う体制を整備し

ます。これにより、今まで以上に現地ニーズを捉えた製品開発を実現し、現地でのマーケティングとの連携も強化

していきます。

　一方で、将来の成長を支えるための基礎・基盤研究の拠点は、引き続き当社のオリジンである日本に置き、この

分野を徹底的に強化していきます。このための新たな研究拠点として、グローバルイノベーションセンター（仮

称）を横浜・みなとみらい21 地区に設立し、ここにダイバーシティに富んだ研究開発人材を集め、世界中の叡智

を結集することで、イノベーションの創出を加速します。なお、グローバルイノベーションセンター（仮称）は、

2018 年度末に稼働開始の予定です。

 

[成長への礎を築き、投資原資を生み出すための構造改革]

2014年度から着手した構造改革をより強力に世界全地域で推進し、原価、マーケティングコスト、在庫/サプラ

イチェーンマネジメント、バックオフィスコスト、人件費・生産性の各項目の合計で2017年度までに300～400億円

の投資原資を捻出していきます。

　この構造改革で得られた投資原資は、店頭の整備や化粧品サンプル、広告宣伝など、お客さまに直接届く投資や

研究開発投資等に振り向けていき、売上成長の加速につなげていきます。

 
[グローバルコンプライアンスの確立]

企業が社会に存在価値を認められ、持続的な成長を実現するには、帰属する社会や地球環境が健全な状態である

ことが不可欠となります。当社が100年先も輝き続ける会社であるためには、事業環境の健全な発展や地球環境の

保全に努めるだけでなく、取引先をはじめとするビジネスパートナーともその認識を共有し、共に課題の解決に取
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り組むことが必要であると考えています。サプライチェーンのグローバル化に伴い、取引先におけるさまざまな問

題の発生を回避しながら、安全性や品質を確保した資材調達等を行うことがますます重要となっており、これに対

応するため、当社では“人権”“法令遵守”“労働慣行”“知的財産の保護および機密の保持”“環境保全”およ

び“公正な取引”の6つの項目について定めた「資生堂サプライヤー行動基準」を策定・運用しています。国内外

のサプライヤーとの間でこの行動基準の遵守のための覚書を締結するとともに、国内の主要取引先についてはアン

ケート等を通じて遵守状況を確認しています。

　また、全世界のグループ会社で直面するさまざまなリスクを洗い出し、評価し、事前に備えておくこと、そして

リスク発生時に速やかに対応して被害を極小化することを可能とするための仕組みづくりと、その維持に努めてい

ます。また、社内外に複数の相談窓口や通報窓口を設置・運用することで、不正行為の早期発見と未然防止を図っ

ています。

　これらの取り組みを含め、資生堂グループのコンプライアンス活動は、当社の取締役会が直轄するCSR委員会で

すべて統括しており、今後も継続的に状況の変化を把握し、必要な対策を講じることでグローバルでのコンプライ

アンス体制を強化していきます。

 

[社会の課題と期待に応える取り組み]

当社では、企業の社会的責任（CSR）について、リスクを最小化して企業価値を守り、企業の存続を確保するこ

とに主眼を置いた基本的なCSR活動と、企業価値を高めて成長に結びつけることができる資生堂らしいCSR活動に取

り組んでいます。資生堂らしいCSR活動には、新しい美しさや豊かな暮らしの提案、社会貢献活動も含まれてお

り、資生堂グループの強みを活かすことができる“女性・化粧（美容）”“文化”“環境”の3つを主な活動領域

と定めています。

　特に、当社は国際的ガイドラインであるWEPｓ（女性のエンパワーメント原則）への署名企業として、女性の社

会的地位の向上や活躍支援について主導的な役割を果たしていくことが重要な使命の一つと捉えています。2016年

度中に資生堂グループにおける国内の女性リーダー比率30％を達成することをめざすなど、自社における男女共同

参画の促進に加え、次世代の指導的女性研究者の育成に貢献するため、自然科学分野を専攻する女性研究者への研

究支援活動を行っています。さらに、2013年より国際協力機構（JICA）の助成金支援を受けて実施してきた、バン

グラデシュの農村部における女性の社会進出を支援する活動を、今後も継続していくこととしています。この活動

は、現地の女性のエンパワーメントを通じて当社のイノベーションも実現していくものです。これまでに、“水・

汗に触れても紫外線防御効果が落ちずに高まる”という日やけ止めの新技術の開発の端緒を得るなど成果を上げて

います。

　環境面では、環境活動の柱である「商品のライフサイクル全体での環境対応」に向け、レフィル対応商品の積極

的な開発・採用に引き続き取り組むほか、全世界でのCO2排出量の削減をめざした取り組みや生物多様性の保全の

ための取り組みを継続していきます。

　また、文化面での活動として行っている芸術文化支援（協賛）活動なども継続していきます。
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第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社資生堂　本店

　　（東京都中央区銀座七丁目５番５号）

株式会社東京証券取引所

　　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）　
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第四部【保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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